









日本教育学会 近畿地区 研究集会 
「英語教育はどうなるのか」 
 
日  時：2019 年 3 月 9 日（土）14 時～17 時（受付 13 時半） 
 
 場  所：京都大学 本部構内 総合研究２号館 1 階 教育学部 第一講義室 
http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/access/campus/yoshida/map6r_y/ 
（上記地図 34 番の建物、北側 1 階。建物には、北側入り口からお入りください。） 
  
アクセス：最寄りのバス停「百万遍」 
       地下鉄今出川駅・京阪出町柳駅より市バス 201 番 
       阪急河原町駅より市バス 201 番 




講 演 者：飯田毅氏（同志社女子大学・教授） 














司  会：田中耕治（佛教大学）、石井英真（京都大学） 
挨  拶：田中耕治（日本教育学会近畿地区理事／佛教大学教授／京都大学名誉教授） 
 主  催：日本教育学会近畿地区 
（担当： 日本教育学会近畿地区理事・田中耕治［佛教大学］／同・西岡加名恵［京都大学］） 
 後  援：京都大学大学院教育学研究科教育実践コラボレーション・センターE.FORUM 
 
照 会 先：西岡加名恵（nishioka.kanae.2v@kyoto-u.ac.jp） 
 備  考：どなたでも自由に参加できます（事前申し込み不要／参加費無料）。 




飯田 毅（同志社女子大学）  
 
1. 本発表の概要 
	 本発表では、「小学校学習指導要領（平成 29 年告示）外国語活動・外国語編」「中学校学習指導要領










’47年版	 1947（昭和22）年	 中・高同一版	 	 英米重視ないし英米化の色調	
’51年版		1951（昭和26）年	 中・高同一版	 	 英語版759ページ主体、資料付きで網羅的	
’55年版		1955	(昭和30)	年	 高校	「試案」消滅、第二外国語（独・仏）導入	
’58年版		1958（昭和33）年		中学	 言語材料の具体的な指定	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 「聞くこと・話すこと」「読むこと」「書くこと」	 	 	 	
’60年版		1960（昭和35）年	 高校	 外国語必修（この版のみ）	













	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 「国際理解に関する学習の一環としての外国語会話等を行うときは、	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 学校の実態等に応じ、児童が外国語に触れたり、外国の生活や文化	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 などに慣れ親しんだりするなど小学校段階にふさわしい体験的な学	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 習が行われるようにすること」	
	







	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 「コミュニケーション英語基礎」	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 「コミュニケーション英語I＊/II/III」「英語表現I/II」「英語会話」	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 「英語の授業は英語で」	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 語彙数1300→1800語	












    グローバル化の進展とともに、外国語によるコミュニケーション能力は生涯にわたる様々な場面 
       で必要、その能力の向上が課題 
      平成 23 年度から導入された高学年の外国語活動の中で生じた課題 
	 「① 音声中心で学んだことが中学校の段階で音声から文字へと円滑に接続できない。 
	   ② 日本語と英語の音声の違い、英語の発音と綴り字の関係、文構造の学習 
	 	 ③ 抽象的な思考力が高まる段階である高学年でより体系的な学習が求められている。。。学年が上が 
	 	 るにつれて児童生徒の学習意欲の課題、学校種間の不十分な接続のため学習内容や指導方法等を発 
	 	 展的に生かすかすことができないといった状況が見られている。。。中学年から外国語活動を導入し、 
	 	 「聞くこと」、「話すこと」を中心とした活動を通じて外国語に慣れ親しみ外国語学習への動機付け 
	 	 を高めた上で、高学年からの発達の段階に応じて段階的に文字を「読むこと」、「書くこと」を加え 
	 	 て総合的・系統的に扱う教科学習を行うとともに、中学校への接続を図ることを重視する。(文部科 







				いるようにすること」(文科省,	2017b,	p.	86-87;文科省, 2018, p. 125) 
























   ⑤ 教材は，五つの領域別の言語活動及び複数の領域を結び付けた統合的な言語活動を通してコミュ 
   ニケーションを図る資質・能力を総合的に育成するため，各科目の五つの領域別の目標と２に示す内 
   容との関係について，単元など内容や時間のまとまりごとに各教材の中で明確に示すとともに，実際 
   の言語の使用場面や言語の働きに十分に配慮した題材を取り上げること。その際，各科目の内容の(1) 
   に示す文法事項などを中心とした構成とならないよう十分に留意し，コミュニケーションを行う目的 
   や場面，状況などを設定した上で，言語活動を通して育成すべき資質・能力を明確に示すこと。(文 









「 英 語 教 員 の 英 語 力 強 化 の た め の 調 査 研 究 事 業 」 等 各 種 の 事 業 、 調 査 と 関 連
(http://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/gaikokugo/index.htm)		
「高大接続改革」とも関係(http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/koudai/index.htm)	









① 2020 年 8 月 10 日（火）段階で、国立大学における 2020 年度からの英語民間試験の成績活用基
本方針決定状況は、82 大学のうち「活用方針だが詳細未定」が 33 大学、「活用方針を含めて未定」
が 37 大学ある。明らかに大学側が決めかねている状況がよくわかる。そのしわ寄せは受験生に影響
する。朝日新聞（2018 年 8 月 14 日） 
 
②「入試英語の民間試験	 東大、必須化せぬ方針」と言う見出しで始まり、「東京大学（五神真総長）




	 	 朝日新聞 (2018 年 9 月 26 日) 
 















	 ⑥【大津委員】	 今度は 9 ページに行きますが、左の段の下の方で、協議会うんぬんの話がありま 
	 す。最後の段落で、「そのため、大学、高等学校及び中学校の学校関係団体、テスト理論等の専門家、 
	 資格・検定試験の関係団体等からなる協議会が設けられ」という部分で、まず、前回ですか、前  々
	 回ですか、申し上げたように、資格・検定試験の関係団体等が、この協議会に入るということにつ 
いては、私はとても強い違和感を抱きます。ただ、ここではそのような強い違和感を抱くということ 
だけを指摘しておきます。「英語教育の在り方に関する有識者会議（第 9 回）議事録平成 26 年 9 月 26 
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 5 
日（金曜日）13 時 00 分～15 時 00 分」 
 
同様な点は阿部(2018)も以下のように指摘している。 
   ⑦「今回の政策を決めたのは『英語教育の在り方に関する有識者会議』ということになっています。 
	  ところが、その下に外部試験の導入を検討するためのある協議会がつくられました（正式には。。。） 
   これに対して複数の委員から懸念が表明されました。外部試験を運営する利害関係者がこの「協議会」 
	  のメンバーに入るのは問題だ、とされたのです。」(p. 42) 
 
今回の改革案について、南風原(2018)は以下のようにまとめている。 
	 ⑧「今回の改革案は、TOEFL の活用を、という声から始まった民間試験活用の強い流れが、システ 
	 	 ム会議での議論もなく、全体の方針として織り込まれたこと、そして国立大学については、自らに 
	 	 認識していた多くの課題の解決を確認しないまま、結論を急ぎすぎたことの結果であると考えられ 
	 	 る。」(p. 24) 
 
  ⑨「英語の民間試験国立大二分」	 出願資格：東大や京大 17 大学、加点方式：地方を中心に 29 大学 
	 	 使わない：北海道、東北（朝日新聞	 2019/2/10） 




英語 4 技能を入試に導入するシナリオらしきものが見えることである。 
 
3.2 この一連の流れの背景には何があるのであろうか？ 





有識者と称する人の人選を欠いている。(江利川, 2018, p. 354) 
 












































１） 英語教員採用試験におけるTOEFL、TOEIC 等の活用 
英語教員の採用試験においては、TOEFL（Test of English as a Foreign Language）やTOEIC（Test of 



















ても大幅に拡大すべきである。このため、地方自治体は JET（Japan Exchange and Teaching Program）
をより一層活用し、中学、高校の英語教育における外国人指導員の大幅な拡充に努めることが効果的で
ある。併せて、小学校の英語教育にも JET プログラムを拡大すべきである。現在 5,000 人程度の外国人
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結果ですと、アジアで 31 か国中、日本はモンゴルと一緒で 26 ぐらいの順位です。これをトップクラス




入試の在り方というのがございます。今まで 4 技能、4 技能と、小・中・高の段階では言いながら、大
学入試のところでそれが評価されていなかったというところ、特に二つの能力に重きが置かれていなか
ったというところが大きいかと思います。そういう中で、外部試験の活用等も図りたいと思います。 
	 きょうスーパーグローバル大学というのを、今年から新しく世界のランキングの中で 100 番以内に 10
校、それから国際化を進めるという、そういう 30 校を選定するという作業をやっていまして、37 大学
を指定する方向でございます。この 37 大学で大体 55 万人の学生がおりまして、日本の大学の学生の数
の 2 割に当たります。 
	 ここで、いろいろな目標をグローバル化の中で掲げておりますけれども、入試の際に外部試験を活用


















3.4 globalism, internationalism, CEFR 
「大学教育の分野別質保証のための 教育課程編成上の参照基準 言語・文学分野」 
平成 24 年(2012 年)11 月 30 日 日本学術会議 
大学教育の分野別質保証推進委員会 言語・文学分野の参照基準検討分科会によれば、以下のように国際























































































(2) 外国語学習の社会的及び個人的目的（Colin Baker & Wright, W. E.） 









表 1 目的と目標 












到達目標 英語の授業で達成すべき事柄  
 
4.1 岡倉由三郎の教育的価値と実用的価値 





   見聞を広めて固陋の見を打破し、外国に対する偏見を徹すると共に、自国に対する誇大の迷想を除き、人 
   類は世界の各処に同価の働を為し居ることを知らしむるが如きは、英語の内容、換言すれば風物の記事に 
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   依って得らるる利益で、又、言語上の材料、即ち、語句の構造、配置、文の連絡、段落等を究めて、精察、 
   帰納、分類、応用等の機能を錬磨し、且つ従来得たる思想発表の形式即、母国語の他に、更に思想発表の 







     然らば英語の実用的価値は如何にと云うに、英語を媒介として種々の知識感情を摂取することである。 
     換言すれば欧米の新鮮にして健全な思想の潮流を汲んで、我国民の脳裏に灌ぎ、二者相幣けて一種の活 
     動素を養ふことである。我が国は維新以来、偉大なる進歩発展を為せるは、主として外国の新知識、新 
     思想を採用した為で、其手段となり媒介となったものは、外国語なることは、誰しも肯定する所である。  
     (p. 41) 
 
4.2 J.S. Mill の言語教育の目的 
  Mill は大学における言語に関する学習に関して、２点述べている。1 つは、言語について問うことの








	   進歩とは、われわれもつ意見を事実との一致により近づけることです。われわれが自分自身の意見 
    に色づけされた眼鏡を通してのみ事実を見ている限り、われわれはいつになっても進歩することは 
    ないでしょう。しかし、われわれは先入観から脱却することはできないのですから、他の国民の色 
    の違った眼鏡をしばしばかけてみること以外にこの先入観の影響を取り除く方法はないのです。そ 
    してその際、他の国民の眼鏡の色がわれわれの物とまったく異なっていれば、それが最良でありま 
    す。（p. 38） 
 
  外国語を学ぶということは、自分自身の進歩することにつながるという議論が興味深い。 
 
4.3 CEFR のPlurilingualism 
  Council of Europe (2001)にWhat is‘plurilingualism:  plurilingualism and multilingualism との
対比で以下のように説明している。 
	 Plurilingualism differs from multilingualism, which is the knowledge of a number of      
	 languages, or the co-existence of differ languages in a given society. Multilingualism  
	 may be attained by simply diversifying the languages on offer in a particular school or  
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	 educational system, or encouraging pupils to learn more than one foreign language, or  
	 reducing the dominant position of English in international communication. Beyond  
	 this, the plurilingual approach emphasizes the fact that as an individual person’s  
	 experience of language in its cultural contexts expands, from the language of the  
	 home to that of society at large and then to the language of other peoples (whether  
	 learnt at school or college, or by direct experience), he or she does not keep these  
	 languages and cultures in strictly separated mental compartments, but rather builds  
	 up a communicative competence to which all knowledge and experience of language  
	 contributes and in which language interrelate and interact.   
 
Council of Europe (2001, p. 5) における言語教育の目的 
	 From this perspective, the aim of language education is profoundly modified. It is no      
	 longer seen as simply to achieve ‘mastery’ of one or two or even three languages, each  
	 taken in isolation, with the ‘ideal native speaker’ as the ultimate model. Instead, the  
	 aim is to develop a linguistic repertory, in which all linguistic abilities have a place.  
	 experience out of school comes to be of central importance. 
 
	 「すべての言語能力がその中で何らかの役割を果たすことができるような言語空間を作り出すという




	 上記の言語教育の目的に加えてCouncil of Europe (2001)は、教育機関で提供する言語を多様化する
こと、学生は複言語能力を身に付けること、言語学習は生涯続くこと、新しい言語学習に際して小さい
時から学習動機、技能、自信を高めることを重要であるとしている。 
	 This implies, of course, that the languages offered in educational institutions should  
	 be diversified and students given the opportunities to develop a plurilingual competence.  
	 Furthermore, once it is recognized that language learning is a lifelong task, the  




	 The responsibilities of educational authorities, qualifying examining bodies and teachers cannot 
simply be confined to the attainment of a given level of proficiency in a particular language at a 
particular moment in time, important though that undoubtedly is. 
	
5.	まとめ	
	 学習指導要領の変遷という観点から新学習指導要領を捉え、その特徴を 10 点にまとめた。文科省は
現在英語教育を強力に進めている。しかしながら、問題点も多い。本発表ではそのことを指摘し、その
背景を考えてきた。英語教育の目標も大切ではあるが、その目的を明確にしたい。 
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